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文化庁予算の推移

○文化庁予算は、平成15年度に初めて1,000億円を突破し、その後も厳しい財政事情の中、ほぼ横ばいで推移。
平成19年度予算では、過去最高の1,017億円となった。
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平成19年度文化庁予算（分野別）

○平成19年度の文化庁予算（分野別）は以下のとおり。
国の一般会計に占める文化庁予算の割合は、0.12％となっている。

国立文化財機構

その他 3,899(3.9%)

整備運営等
 10,493（10.3％）

文化芸術創造プラン

「日本文化の魅力」発見・発信プラン
1,035（1.0％）

「日本文化の魅力」発見・発信プラン
1,227(1.2%)

伝統芸能等の伝承
9,574（9.4%）

国宝・重要文化財等 国立美術館

舞台芸術の振興等
5,626（5.5%）

16,907（16.6%）

 平成19年度
 予  算  額

101,655百万円国宝 重要文化財等
の保存事業の促進等
10,402（10.2%）

史跡等の保存・活用
27,791（27.4%）

整備運営等
14,701（14.5%）

文化財保護の充実

芸術文化の振興
　38,461（37.8%）

（100.0％）

文化財保護の充実
　59,295（58.3%）

（単位：百万円）
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文化関係予算の諸外国との比較

○各国の文化関係予算は、それぞれ文化行政の組織や制度、文化関係予算の範囲・内容等を異にしていること
から、国家予算に占める比率を単純に国際比較することは困難だが、あえて比較すると次のとおり。

国名
予算額

（億円）

比率

（％）
年度 備 考

（億円） （％）

日 本 1,006 0.13 2006 文化庁平成18年度予算
［注］

１．比率は、国の予算全体に占める文化
関係予算の割合。

算額は 換算フランス 4,531 0.86 2006 文化・コミュニケーション省予算

ドイツ 1,010 0.25 2006 連邦政府首相府文化メディア庁予算

２．予算額は、以下で換算。
１ユーロ＝157円 １ドル＝121円
１ポンド＝238円 １ウォン＝0.13円

（レートはH19.1月下旬）

３．アメリカについては、民間からの寄
附等を奨励するための税制優遇措置等

アメリカ 982 0.03 2006

①米国芸術基金予算（ＮＥＡ）

②スミソニアン機構予算

③内務省国立公園部文化財保護予算

附等を奨励するための税制優遇措置等
が中心であり、政府による直接補助は
少ない。

４．韓国については、我が国の文化関係
予算と比較するため、文化観光部の予
算額から観光及び体育振興に係る予算

※出典：文化庁調べ

韓 国 1,782 0.93 2006 文化観光部・文化財庁予算

算額から観光及び体育振興に係る予算
額を差引き、文化財庁の予算額を加え
た額である。
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地方公共団体の文化関係経費の推移

○地方公共団体における文化関係経費の合計額は、平成５年をピークに減少が続いている。
その主な原因には、文化施設建設費（ハードウェア費用）の減少がある。一方、芸術文化事業費（ソフト

ウ ア費用）は平成 年以降もほぼ横ばいとな ているウェア費用）は平成５年以降もほぼ横ばいとなっている。

文化関係経費の推移 芸術文化経費の推移
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※出典：文化庁調べ
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法令等の整備法令等の整備
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文化芸術に関する法令の整備

○文化芸術振興基本法に基づく「文化芸術の振興に関する基本的な方針」の策定後、関係法令等が制定・改正
され、文化芸術施策の法的基盤が着実に整備されている。

事 項 内 容

平成15年３月 知的財産基本法施行
知的財産の創造、保護及び活用に関する施策を集中的かつ計画的

平成15年３月 知的財産基本法施行
に推進

平成16年１月 著作権法の一部を改正する法律施行
映画の著作物の保護期間の延長、教育機関等での著作物活用の促
進、司法救済の充実

平成16年９月
コンテンツの創造，保護及び活用の コンテンツの創造、保護、活用の促進に関する施策を総合的・効

平成16年９月
テ 創造，保護及 活用

促進に関する法律施行
テ 創造、保護、活用 促進 関する施策を総合 効

果的に推進し、国民生活の向上、国民経済の健全な発展に寄与

平成17年１月 著作権法の一部を改正する法律施行
音楽レコードの還流防止措置、書籍・雑誌の貸与権の付与、罰則
の強化

成17年 月
文化財保護法の一部を改正する法律 文化財の定義に文化的景観を追加するとともに、民俗文化財の対

平成17年４月
文化財保護法の 部を改正する法律
施行

文化財の定義に文化的景観を追加するとともに、民俗文化財の対
象に民俗技術を追加、登録文化財制度の拡充

平成17年７月 文字・活字文化振興法施行
我が国における文字・活字文化の振興に関する施策の総合的な推
進を図り、知的で心豊かな国民生活、活力ある社会の実現に寄与

海外の文化遺産の保護に係る国際的 文化遺産国際協力の推進を図り 世界における多様な文化の発展
平成18年６月

海外の文化遺産の保護に係る国際的
な協力の推進に関する法律施行

文化遺産国際協力の推進を図り、世界における多様な文化の発展
に貢献するとともに、我が国の国際的地位の向上に資する

平成19年１月 著作権法の一部を改正する法律施行
自動公衆送信による放送の同時再送信に関する実演家・レコード
製作者の権利制限
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文化芸術に関する近年の税制改正

内 容

平成13年 国の施設等機関等の独立行政法人化に伴う特例措置の維持 【法人税、所得税】

平成14年
重要文化財及び重要文化財に準ずる文化財を譲渡した場合の譲渡所得税の減免
措置の延長

【所得税】

平成15年 芸能法人に係る芸能報酬等の源泉徴収制度の廃止 【所得税】

認定ＮＰＯ法人の要件の緩和 【所得税、法人税】

平成17年 文化財保護法改正に伴う固定資産税の軽減措置の創設等 【所得税、固定資産税】

文化芸術関係の法人に係る寄附税制の拡充

（控除対象額を25％ 30％に引上げ）
【所得税】

（控除対象額を25％→30％に引上げ）

平成18年
文化芸術関係の法人に係る寄附税制の拡充

（適用下限額を１万円→５千円に引下げ）
【所得税】

平成19年
文化芸術関係の法人に係る寄附税制の拡充

【所得税】平成19年
（控除対象額を30％→40％に引上げ）

【所得税】

重要文化財を譲渡した場合の譲渡所得税の減免措置の恒久化
重要文化財に準ずる文化財を譲渡した場合の譲渡所得税の減免措置の延長

【所得税】
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文化振興のための条例の制定状況

都道府県の制定状況 指定都市・中核市の制定状況

（平成18年７月１日現在）

都道府県名 都道府県名 指定都市名 中核市名

１ 北海道 ８ 鳥取県

２ 宮城県 ９ 岡山県

１ 川崎市 １ 函館市

２ 京都市 ２ 秋田市

３ 福島県 10 徳島県

４ 東京都 11 熊本県

３ 大阪市 ３ 横須賀市

［制定：６市］

５ 富山県 12 大分県

６ 京都府 13 鹿児島県

その他市町村の制定状況

７ 大阪府
［制定：13都道府県］

○３６市区町で制定

※出典：文化庁調べ
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企業のメセナ活動企業のメセナ活動
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メセナ活動の実施状況

○平成17年度、メセナ活動実施企業は過去最多の443社、メセナ活動費について回答のあった企業388社（メセ
ナ活動実施企業の87.5％）の活動費総額は331億4,260万円と前年に比べ大きく増加した。ナ活動実施企業の87.5％）の活動費総額は331億4,260万円と前年に比 大きく増加した。

企業メセナの実施状況 メセナ活動費の総額

1000 100%

実施企業数 未実施企業 実施率 331億
4,260

18,000
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（単位:万円）

245 227 227 221 210 180

65.6%
70.8%

62.3%
65.0%

71.1%

67.0%

60.8%
58.0%

57.3%

66.9%

58.6%
63.3%

66.8%

62.0%

600

800

50%

75%

10,774 10,759
9 975

12,695

10 228

168億
1,771

185億
4,864159億

2,280

236億
1,297204億
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※出典：(社)企業メセナ協議会「メセナ活動実態調査」
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メセナ活動件数

○平成17年度にメセナ活動を「行った」と回
答した企業は443社で過去最多となった

メセナ活動を行った 行わなかった
答した企業は443社で過去最多となった。
メセナ実施企業の活動総数は2,842件、１社
当たりの活動件数は平均で6.4件であった。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

４４３社(71.1％) １８０社(28.9％)

１社当たりのメセナ活動件数 １社当たりの平均メセナ活動件数の推移
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4

※出典：(社)企業メセナ協議会「メセナ活動実態調査」
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メセナ活動の芸術分野

○メセナ実施企業443社のうち、約３/４が「音楽」分野での活動を実施。件数では全体の４割にあたる。
次いで「美術」「伝統芸能」「演劇」「文学」であった。次いで 美術」 伝統芸能」 演劇」 文学」であった。
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[328社]

[240]60%

80%

企業数ベース

実施件数ベース
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20%

音楽 美術 伝統 演劇 文学 舞踊 全般 文化 生活 映像 複合 芸能 建築 伝統的 その他

※出典：(社)企業メセナ協議会「メセナ活動実態調査（2006年度）」

芸能 遺跡等 文化 芸術 娯楽
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メセナ活動の実施方法・プログラムの継続性

○実施方法は、資金支援やマンパワー・場所等を提供する「他団体への支援・提供」が７割を超える。
実施件数の１/４が新規に開始されたプログラムだが、10年以上継続されているものも３割に上った。実施件数の１/４が新規に開始されたプログラムだが、10年以上継続されているものも３割に上った。

メセナ活動の方法 プログラムの開始年度

※出典：(社)企業メセナ協議会「メセナ活動実態調査（2006年度）」
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メセナ活動の担当部署

○文化・社会貢献等の部署をもつ企業は111社（25.1％）。専任スタッフのいる企業は217社（51.2％）あり、
うち104社（24.5％）は、専任・兼任両方のスタッフを置いている。うち104社（24.5％）は、専任 兼任両方のスタッフを置いている。

メセナ活動の担当部署 メセナ活動の担当スタッフ数

[140]

[176社]
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 文化・社会貢献等の専任部署

 系列の財団

 社長室・秘書室関連の部署

宣伝関連の部署

1人
18.3%

6～10人

11～15人
5.4%

16～20人
2.5%

[20]

[61]

[40]

[42]

[50] 宣伝関連の部署

 営業関連の部署

 経営企画関連の部署

 上記以外の部署

 系列の企業

2人
21.9%

4人

5人
8.6%

人
13.1%

※出典：(社)企業メセナ協議会「メセナ活動実態調査（2006年度）」

[2]

[6] その他

 特に担当部署を決めていない

3人
12.9%

4人
10.8%
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メセナ活動の目的

○メセナ活動を行う目的については「社会貢献の一環として」が９割を超える。

メセナ活動を行ううえで重視した点については、前年度と同様、「地域文化の振興」が最も多くなっている。メセナ活動を行ううえで重視した点については、前年度と同様、 地域文化の振興」が最も多くなっている。

メセナ活動の目的 メセナ活動で重視した点

[403社]

0% 25% 50% 75% 100%

 社会貢献の一環 [274社]

0% 20% 40% 60% 80%

 地域文化の振興

[285]

[250]

[240]

[142]

 地域社会の芸術文化振興

 長期的に見て自社のイメージ向上

 芸術文化全般の振興

 自社の企業文化の確立を目指して [104]

[120]

[147]

[149]

[254] 芸術文化の啓発・普及

 若手等の芸術家への支援

 青少年への芸術文化教育

 鑑賞者への支援

国際文化交流

[72]

[29]

[25]

[10]

 社員の質的向上を図るため

 宣伝広告として即効的な効果を期待

 他社に対する優位性を得るため

 社員として優秀な人材獲得のため
[37]

[39]

[69]

[77]

[97] アマチュアへの支援

 日本の伝統芸能の振興

 すでに定評のある芸術家への支援

 同時代芸術の振興

文化財等の発掘・保存・修復

※出典：(社)企業メセナ協議会「メセナ活動実態調査（2006年度）」

[8]

[15]

 文化関連業務の事業化を計画している

 その他 [24]

[29]

[37] 文化財等の発掘 保存 修復

 芸術文化の調査・研究

 その他

17



メセナ活動の評価基準・課題

○メセナ活動を評価する基準については、参加者からの声を広く聞こうとする姿勢がうかがえる。
活動を行ううえで支障があったとする企業は277社（62.5％）で、活動資金・スタッフ不足が課題となって
いるいる。

メセナ活動を評価する基準 メセナ活動で支障となる事柄

[275社]

0% 20% 40% 60% 80%

参加者・来場者の評価 [133社]

0% 20% 40% 60%

 予算額が少ない

[111]

[118]

[148]

[218]

参 者 来場者 評価

 参加者・来場者数

 社内の評価

 マスコミの評価

アーティスト等の評価
[61]

[66]

[82]

[87] スタッフ数の不足

 専門知識をもつスタッフの不足

 目先のメリットが見込めない

 社内の理解がなかなか得られない

[15]

[94]

[96]

[104]

[111]ア ティスト等の評価

 担当者の自己評価

 マスコミの取扱量

 専門家の評価

その他

[16]

[32]

[50]

[55] 税制上の優遇措置がない

 情報やノウハウがない

 担当部署がない

 支援したい芸術文化活動がない

※出典：(社)企業メセナ協議会「メセナ活動実態調査（2006年度）」

[91]

[15] その他

 特に評価していない [13]

[8] トップが替わると方針が変わる

 その他
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芸術文化振興の支援主体

○芸術文化振興のためにどこが主体となって支援していくべきかについては、メセナ実施企業では「地方自治
体」「企業」「市民一人ひとり」の順、メセナ未実施企業では「地方自治体」「政府」「企業」の順となっ

ているている。

80%
72.5%

68.2%

53.3% 51.9% 50.6%
52.8%

60.6%

60%

80%

メセナ実施企業

メセナ未実施企業

37.9%

%

22.8%

35.0%
31.1%

37.2%40%

メセナ未実施企業

3.4%

11.1%

0.0% 0.5%0.6% 2.0%

0%

20%

地方自治体 企業 市民 人 公益法人 政府 等 支援する わからな そ 他

※出典：(社)企業メセナ協議会「メセナ活動実態調査（2006年度）」

地方自治体 企業 市民一人

ひとり

公益法人 政府 ＮＰＯ等の

民間組織

支援する

必要はない

わからない その他
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(社)企業メセナ協議会 助成認定制度の利用実績

認定件数・寄附件数、寄付金額の推移

86,555

3,500 100,000

認定事業数 寄附件数

寄附金額
（万円）

76,581

55 590

64,932

57,361

51 5662 000

2,500

3,000

60,000

80,000

定 数 数

寄附金額

（件）

769 752
879 949

835
1,001

1,643
1,738

55,590
46,113

44,281

31,102
19,705

47,679

53,305

51,566

1,000

1,500

2,000

40,000

430

661
769

697 752
835

234256234
1531461651551111151098083 159

0

500

1,000

0

20,000

※出典：(社)企業メセナ協議会

H6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17
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文化に対する意識文化に対する意識
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文化に対する国民の意識

○国民の約６割が「物質的にある程度豊かになったので、これからは心の豊かさやゆとりのある生活をするこ
とに重きをおきたい」としている。また、約９割が「日常生活の中で、優れた文化芸術を鑑賞したり、自ら
文化活動を行 たりすることを「大切だ としている文化活動を行ったりすることを「大切だ」としている。

人々の求める豊かさ 文化芸術の鑑賞と文化活動の重要性

62.9

60

70

心の豊かさ

（％）

わからない

全く大切では
ない 2.0%

30.4
30

40

50

物の豊かさ

非常に大切だ
31.2%

わからない
3.3%

あまり大切で
はない 8.5%

5 9

10

20

30

どちらともいえない

ある程度大切
だ 55.0%

5.9
0

S50 52 54 56 58 60 62 H元 3 5 7 9 14 16 18
(年)

※出典：内閣府「国民生活に関する世論調査」 ※出典：内閣府「文化に関する世論調査」（平成15年11月）
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国民の文化芸術活動の状況

○国民の約５割が、プロの公演や作品をホールや劇場、美術館・博物館等で直接鑑賞したことがある。

一方、自分で演じたり、作ったりしたことがあるのは、２割に満たない。方、自分で演じたり、作ったりしたことがあるのは、２割に満たない。

文化芸術の直接鑑賞経験 文化芸術の創作経験

7.0%

16.4%

生活文化

◇ある(小計)50.9%

24.7%映画

◇ある(小計)

0.9%

1.5%

4.1%

4.7%

文芸

舞踊

音楽

美術

12.9%

18.4%

23.4%

演劇・演芸

美術

音楽

83.5%

0.4%

0.6%

0.1%

◇特にない

その他

映画

演劇・演芸

48 8%

0.2%

7.1%

4.6%

◇な い

その他

舞踊

生活文化

※出典：内閣府「文化に関する世論調査」（平成15年11月）

83.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

◇特にない48.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

◇な い 　
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文化芸術の鑑賞活動の状況

ホール等での文化芸術の直接鑑賞経験 今後もっと鑑賞したいと思う文化芸術

19.3%

73.3%

45.1%

48.8%

18.4%

23.4%24.7%

20%

30%

40%

S62調査 H８調査 H15調査

42.3%

47.0%

50%

S62調査 H８調査 H15調査

23.3% 24.8% 23.9%

16.2% 7.1%

3.1%

9.9%
5.8%

18.4%

4.6%

0.2%

12.9%

0%

10%

20%

映画 音楽 美術 演劇･演芸 生活文化 舞踊 その他 特にない

※ ※※※ ※※

39.0%

26 9%

37.3%

29.0%30%

40%

40.7% 40.8%

16.0%

26.9%

24.2%

14 0%

19.5%

13 8%

19.3%20%テレビ等による文化芸術の鑑賞経験

5.6%

21.5%

25.7%

7.1%

14.0%

12.9%

8.1%
5 3%

0.2%

20.7%

6.4%

8.3%

13.8%

10%
68.3%64.0%

41.0%

63.3% 65.9%

50%

75%

S62調査 H８調査 H15調査

※出典：内閣府「文化に関する世論調査」

0.1%
5.3%

0.4%
0%

映画 音楽 美術 演劇･演芸 生活文化 舞踊 文芸 その他 特にない
20.9%

64.8% 63.4%

18.3%
29.6%

14.1% 10.0% 11.6%

10.3%
12.0%

19.3%

11.6%

0%7.8%

0.1%

28.3%

8.2%9.9%
13.4%

17.2%

0.1%

15.4%

0%

25%

映画 音楽 美術 演劇･演芸 生活文化 舞踊 文芸 その他 特にない
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文化芸術の創作活動の状況

文化芸術の創作経験 今後創作したいと思う文化芸術

81.7%

83.5%

25%

S62調査

H８調査 70.7%

72.3%

25%

S62調査

H８調査
82.1%

15%

20% H15調査

69.7%

15%

20% H15調査

8.5%

7 0%

10%

8.5%

10.0%

7 2%

10.6%
9.9%

10%

1.5%
0.9%

6.8%

4.5% 4.8%

0.9%

3.8%

1.9%

4.3%

0.2%0.5%1.1%

0 4%

4.7%
4.1%

0 6%

1.5%

7.0%

5%

3.3% 3.2%
2.4%

1.6%

9.2%

11.1%

8.1%

2 4%

7.2%

3 0%

1.2%

0.2%
2.6%

6.7%

0 8%
1.3%

2.7%

5%

※出典：内閣府「文化に関する世論調査」

0.9%
0.3% 0.2%1.4%

0.9%
1.5% 0.4%0.6%

0.1%
0%

生活文化 美術 音楽 舞踊 文芸 演劇･演芸 映画 その他 特にない

0.3%
2.4% 3.0%

1.8% 0.3%
0.8%

0%
生活文化 美術 音楽 舞踊 文芸 演劇･演芸 映画 その他 特にない
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文化芸術に対する支援活動

支援活動の経験 支援活動を行わなかった理由

行った
［9.2%］

行わなかった
［90.8%］

7 3%

10.1%

12.5%

18.1%

19.3%

47.2%

育児や介護に手がかかり活動できない

 支援を行う施設等が身近にない（遠い）

 文化芸術に関心がない

 同好の仲間がいない

 施設・団体等の内容の分かる情報が少ない

 忙しくて時間がとれない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

6.5%

0.5%

1.5%

2.1%

3.4%

4.5%

4.9%

7.3%

 その他

 施設に問題がある（ｴﾚﾍﾞｰﾀｰがない等）

 支援に対する税制上の優遇が少ない

 施設等の終了時間が早すぎて間に合わない

 交通が不便

 鑑賞活動、創作活動だけで充分である

 活動費用がかかり過ぎる

 育児や介護に手がかかり活動できない

支援活動の種類

今後支援活動を行う意向

17.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

 特に理由はない

文化施設における
ボランティア活動

寄附（チケット代金以外
の資金の提供）

その他

6.2% 38.5% 5.4% 31.2% 18.7%

是非行ってみたいと思う わからない (全く)行ってみたいとは思わない

11.5%

32.3%

32.3%

34.4%

※出典：内閣府「文化に関する世論調査」（平成15年11月）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多少は行ってみたいと思う あまり行ってみたいとは思わない芸術団体や文化行事における
ボランティア活動
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地域文化の振興に関する要望

○地域での文化活動をもっと活発にするために、国や地方公共団体に対する要望としては、「文化施設の整備
・充実」が最も多く、また、整備・充実が最も必要な文化施設は、「文化会館（音楽会や劇の公演等ができ
る市民会館 県民会館） が最も多くな ているる市民会館・県民会館）」が最も多くなっている。

地域の文化活動の振興に関する要望 地域の文化施設の整備等に関する要望

27.4%

35.4%

30.5%

45.7%

24.4%

52.0%

 文化に関する情報提供

 文化施設の整備・充実

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30.0%
20.7%

22.9%

24.8%

27.4%

28.9%

25.0%

23.4%

26.8%

22.4%

民間の文化創造活動の支援

 指導者の養成・派遣

 芸術文化団体・サークルの育成・援助

 文化事業、文化行事の実施

※
※

34.5%

28 5%

14.2%

14 7%

12.7%

13 5%

13.0%

13 5% 5 9% 8 3%

9.3%

10 8%

5.5%

4 4%

3.6%6.5%

0.3%

S62調査

H８調査
20.0%

8.0%

17.9%

0.9%

5.6%

12.5%

0.2%

10 2%

0.3%

5.5%

15.5%

 その他

 地域文化に貢献した者の顕彰制度の充実

 文化活動の国際交流の推進

民間の文化創造活動の支援

S62調査

H８調査

H15調査

※ 28.5%

20.1%

14.7%

15.5%

13.5%

15.3%

13.5%

11.7%

5.9%

9.0%

8.3%

6.1%

10.8%

17.9%

4.4%

3.9%

0.6%

H８調査

H15調査

わからない

※出典：内閣府「文化に関する世論調査」

20.8%
8.1%
10.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

 特にない
H15調査

文化会館 公民館等 図書館 美術館
映画館

博物館 特にない
その他
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伝統芸能の鑑賞活動の状況

会場での伝統芸能の直接鑑賞経験 今後もっと鑑賞したいと思う伝統芸能

76.4%

71.8%

74.2%

20%

30%

S62調査 H８調査 H15調査

44.1%

50%

S62調査 H８調査 H15調査

9.0%

4.4% 4.4%
3.1% 2.4%

1.2%
0.0%

11.2%
8.7%

5.2% 5.2% 4.2%

10.8%

5.3% 5.2% 4.7%
2.5%

1.1% 0.3%

6.6%

0.2%1.3%
2.5%

7.8%

0%

10%

民俗芸能 演芸 歌舞伎 日本舞踊 邦楽 能楽 文楽 その他 特にない
28.5%

39.5%

30%

40%

テレビ等による伝統芸能の鑑賞経験
17.9%

26.3%

13 6%

43.9%

15.6%

21.1%

20%

9.7%

4.7%

25.4%

18.5%
16.2%

7.8%

13.6%

9.1%

5.6%

9.2%
6.8%

4 7%
0.3%

11.3%

5.4%

8.5%8.5%10%

29.8%

43.9%
40.5%

29.5%

56.8%

17.1%

40%

60%

S62調査 H８調査 H15調査

※出典：内閣府「文化に関する世論調査」

0.1%
4.7%

0.2%
0%

演芸 歌舞伎 民俗芸能 邦楽 日本舞踊 能楽 文楽 その他 特にない
11.5% 12.5%

4.7% 4.4%
0.0%

42.1%

19.4%
13.6%

8.4% 9.4%

42.5%19.0%

8.5%
6.3% 4.6%

0.4%

0.2%
3.9%5.6%

11.2%15.9%

0%

20%

演芸 民俗芸能 歌舞伎 邦楽 日本舞踊 能楽 文楽 その他 特にない
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伝統芸能への関心と保護に関する要望

○歌舞伎、文楽や民俗芸能などの伝統芸能に「関心がある」とする者の割合は約５割。
伝統芸能の保護に関して、国や地方公共団体に力を入れてもらいたいと思うことは、「手頃な値段で鑑賞で
きる公演を行う 「地方での公演を増やす 「学校教育で伝統芸能を取り上げる の順に多くな ているきる公演を行う」「地方での公演を増やす」「学校教育で伝統芸能を取り上げる」の順に多くなっている。

伝統芸能への関心度 伝統芸能の保護に関する要望

27 8%

33.5%

44.6%

学校教育 伝統芸能を取り上げる

 地方での公演を増やす

 手頃な値段で鑑賞できる公演を行う
わからない

0.6% 関心がある　49.8％

19.0%

10 2%

12.6%

14.2%

20.8%

27.8%

劇場 ホ ルを新設する

 民間の優れた公演を助成する

 優れた公演を行う

 伝統芸能に関する情報を提供する

 後継者を養成する

学校教育で伝統芸能を取り上げる

非常に関心がある
10.5%

あまり関心がない
34.4%

ある程度関心がある
39.3%

全く関心がない
15.1%

13 3%

0.4%

4.4%

7.4%

10.2%

10.2%

特にない

 その他

 伝承者の顕彰優遇制度を充実する

 海外に紹介する

 現存するものを記録に残す

 劇場、ホールを新設する

関心がない 496％

※出典：内閣府「文化に関する世論調査」（平成15年11月）

13.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

特にない関心がない 49.6％
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有形文化財への関心と保護に関する要望

○古墳、神社仏閣、歴史的町並み、古美術品などの文化財に「関心がある」とする者の割合は約７割。
有形文化財の保護に関して、国や地方公共団体に力を入れてもらいたいと思うことは、「公開の機会を増や
す 「保存や活用を積極的に進める 「情報提供 の順に多くな ているす」「保存や活用を積極的に進める」「情報提供」の順に多くなっている。

有形文化財への関心度 有形文化財の保護に関する要望

33.7%

30.8%保存や活用を積極的に進める

 公開の機会を増やすわからない
0.3% 関心がある　66.9％

23.3%

24.3%

27.1%

%

 伝統的な技術等の後継者養成

 保護団体等に対する支援・助成

 文化財に関する情報提供

積

全く関心がない
8.3%

ある程度関心がある
48.2%

あまり関心がない
24.5%

非常に関心がある
18.6%

13.1%

0.2%

20.6%

21.9%

 特にない

 その他

 博物館の整備・充実

 伝統的な技術等の記録・保存

関心がない 329％

※出典：内閣府「文化に関する世論調査」（平成15年11月）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

関心がない 32.9％
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子どもの文化芸術体験活動の充実と文化芸術の国際交流

○子どもたちが文化芸術に親しむ機会を充実するために、国や地方公共団体に力を入れてもらいたいことは、
「子どもたちが参加・体験できる文化事業等の実施」「学校での芸術鑑賞教育の充実」が多い。
日本が文化芸術の国際交流に積極的に取り組むべき分野としては 「日本の伝統音楽 「美術 「文化財の日本が文化芸術の国際交流に積極的に取り組むべき分野としては、「日本の伝統音楽」「美術」「文化財の
保護」が多くなっている。

子どもの文化芸術体験活動への要望 文化芸術の国際交流に取り組む分野子どもの文化芸術体験活動への要望 文化芸術の国際交流に取り組む分野

39 8%

41.9%

美術

 日本の伝統音楽

55.7%参加・体験できる文化事業等の実施

32.0%

19 8%

21.7%

33.0%

37.7%

39.8%

クラッシック音楽

映画

演劇

生活文化

 文化財の保護

美術

33.5%

48.3%

55.7%

 子どもについては低料金にする

 学校での芸術鑑賞教育の充実

 参加 体験できる文化事業等の実施

11.5%

12.4%

15.7%

17.4%

17.9%

19.8%

 その他の音楽

 メディア芸術

 ポピュラー音楽

舞踊

演芸

 クラッシック音楽

5 6%

0.7%

29.9%

特にない

 その他

 子ども対象の文化行事等の実施

※出典：内閣府「文化に関する世論調査」（平成15年11月）

0.2%

%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

 その他

そ 他 音楽
5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

 特にない
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生活時間と文化生活時間と文化
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生活時間（余暇時間など）の動向

○15歳以上の人について、この10年間の生活時間の推移をみると、余暇活動などの時間（３次活動時間）は、
平成３年の５時間56分から、８年が６時間９分、13年が６時間26分と、大幅に増加している。平成３年の５時間56分から、８年が６時間９分、13年が６時間26分と、大幅に増加している。

2 5
（時間.分）

2.34
2.23

2.0

2.5

H３調査

H８調査

H13調査

1.21

2.34
1.19

1.0

1.5

調

0.21
0.12

0.36

0.11
0.05

0.29

0.09
0.25

1.15

0.35 0.28

0.33

0.12 0.11
0.05

0.27

0.09
0.16

0.10

0.20
0.080.04

0.110.10

0.42

0 0

0.5

※出典：総務省「社会生活基本調査」

0.0
移動 テレビ・ラジオ

・新聞・雑誌
休養・くつろぎ 学習・研究

（学業以外）
趣味・娯楽 スポーツ ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動

社会参加活動
交際・付き合い 受診・療養 その他
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ボランティア活動

○過去１年間に「ボランティア活動」を行った
人は28.9％（10歳以上人口に占める割合）。

ボランティア活動を ボランティア活動を
「スポーツ・文化・芸術に関係する活動」を
行った人の割合は3.1％と低いが、１年間の
平均行動日数は37.8日と最も多くなっている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ボランティア活動を

行った  ２８.９％

ボランティア活動を

行わなかった 　７１.１％

ボランティア活動の内容 ボランティア活動の平均行動日数

14.0%

8.0%

5.3%

5.5%

 まちづくりのための活動

 自然や環境を守るための活動

 安全な生活のための活動

 子供を対象とした活動

37.8

29.4

22.3

22.6

 スポーツ・文化・芸術の関係

 高齢者を対象とした活動

 障害者を対象とした活動

 自然や環境を守るための活動

（日）

1.4%

5.1%

4.6%

3.1%

2.2%

高齢者を対象とした活動

 健康・医療サービスの関係

 スポーツ・文化・芸術の関係

 障害者を対象とした活動

 災害の関係

19.6

13.9

10.4

9.6

 子供を対象とした活動

 健康・医療サービスの関係

 まちづくりのための活動

 安全な生活のための活動

※出典：総務省「社会生活基本調査」（平成13年）

3.3%

0% 5% 10% 15%

 その他 5.4

0 10 20 30 40 50

災害の関係
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学習・研究

○過去１年間に「学習・研究」を行った人は
36 2％（10歳以上人口に占める割合） 学習・研究を 学習・研究を36.2％（10歳以上人口に占める割合）。
「芸術・文化」を行った人の割合は9.5％、
１年間の平均日数は69.1日であった。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学習 研究を

行った ３６.２％

学習 研究を

行わなかった　６３.８％

学習・研究の内容 学習・研究の平均行動日数

15.9%

9.8%

9.1%

9.5%

 パソコン等の情報処理

英語

 芸術・文化

家政・家事

94.2

89.9

70 9

87.2

英語

 人文・社会・自然科学

 家政・家事

商業実務 ビジネス関係

（日）

8.4%

7.3%

3.3%

2.5%

 人文・社会・自然科学

 商業実務・ビジネス関係

介護関係

 英語以外の外国語

70.9

69.1

66.1

66.1

52 7

商業実務・ビジネス関係

 芸術・文化

 パソコン等の情報処理

 英語以外の外国語

介護関係

※出典：総務省「社会生活基本調査」（平成13年）

7.2%

0% 5% 10% 15% 20%

 その他 52.7

0 20 40 60 80 100

介護関係
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趣味・娯楽

○過去１年間に「趣味・娯楽」を行った人は
85.9％（10歳以上人口に占める割合）。

趣味・娯楽を 趣味・娯楽を
文化芸術の関連では、「読書」「映画鑑賞」
「美術鑑賞」などを行った人の割合が高く
なっている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

趣味・娯楽を

行った　８５.９％

趣味・娯楽を

行わなかった　１４.１％

趣味・娯楽の内容、平均行動日数

86.1

67.0
85.5

39.1%
35.8%

32.5%

45.5%

30%

40%

50%

60

80

100

平均行動日数

行った人の割合

（日）

14.3

6 6

25.0

10 2
13.3

30.7
26.8

51.7

25.9

34.6

42.7

11.1

62.0
20.5% 19.4% 18.6%

16.4%
13.5% 12.5% 11.3%

9.6%

3.8% 2 4%12 1%

15.3%

29.1%

10%

20%

30%

20

40

60

※出典：総務省「社会生活基本調査」（平成13年）

6.6
10.2

6.55.46.0
3.8% 2.4% 1.6%10.2%

12.1%

0%
読書 カ ラ オケ 映画鑑賞 園芸・

ｶﾞｰﾃﾞﾆﾝｸﾞ等

テレビゲーム 美術鑑賞 スポーツ観覧 料理・菓子作り 演芸・演劇

・舞踏鑑賞

パチンコ ﾎﾟﾋﾟｭﾗｰ音楽・

歌謡曲鑑賞

日曜大工 編み物・手芸 楽器の演奏 和裁・洋裁 クラ シック

音楽鑑賞

華道 茶道 邦楽
0
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文化関連施設文化関連施設
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文化関連施設数の推移

○文化関連施設（平成17年10月１日現在）の中で最も多いのは、博物館（総合系・歴史系・美術系の博物館の
合計、類似施設含む）となっている。合計、類似施設含む） な る。
文化会館、図書館、美術館・博物館は一貫して増加傾向にある。

7,500

10,000

美術館

文化会館 図書館
総合･歴史･美術系

博物館
(類似施設含む)

博物館
のうち

美術館

H5 1,261 2,172 3,078 651 

5,000

書館

博物館
（総合･歴史系のみ）

H8 1,549 2,396 3,744 845 

H11 1,751 2,592 4,248 987

0

2,500

文化会館

図書館
H11 1,751 2,592 4,248 987 

H14 1,832 2,742 4,491 1,034 

H17 1 885 2 979 4 705 1 087

※出典：文部科学省「社会教育調査」

H5 8 11 14 17
H17 1,885 2,979 4,705 1,087 
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職員数の推移

○文化関連施設の職員数（専任、兼任、非常勤の合計）は、図書館が最も増加しており（伸び率12.4％） 、
平成16年度には、博物館（総合系・歴史系・美術系の博物館の合計、類似施設含む）の職員数を逆転した。平成16年度には、博物館（総合系 歴史系 美術系の博物館の合計、類似施設含む）の職員数を逆転した。

（単位：人）

総合･歴史･美術系 博物館

30,000

40,000

博物館
（総合･歴史･美術系）

文化会館 図書館
総合･歴史･美術系

博物館
(類似施設含む)

博物館
のうち

美術館

H5 13,064 19,339 18,449 5,644

20,000

文化会館

図書館
H8 15,865 22,057 22,773 7,222

H11 18,170 24,844 26,661 8,577

0

10,000

H5 8 11 14 17

美術館
H14 18,198 27,276 29,427 8,483

H17 18,388 30,660 30,597 9,437

※出典：文部科学省「社会教育調査」

H5 8 11 14 17
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利用者数の推移

○文化関連施設の利用者数では、図書館の利用者数が最も増加しており（伸び率19.2％）、平成16年度には、
博物館（総合系・歴史系・美術系の博物館の合計、類似施設含む）の入館者数を逆転した。博物館（総合系 歴史系 美術系の博物館の合計、類似施設含む）の入館者数を逆転した。

（単位：千人）

150,000

200,000

博物館
(総合･歴史･美術系)

図書館
総合･歴史･美術系

博物館
(類似施設含む)

博物館のうち
美術館

H4 100,500 135,478 45,765

100,000
図書館

, , ,

H7 120,011 144,478 53,440

H10 131 185 151 757 53 414

0

50,000

美術館

H10 131,185 151,757 53,414

H13 143,100 144,393 50,522

H16 170 611 153 799 56 956

※出典：文部科学省「社会教育調査」

0
H4 7 10 13 16

H16 170,611 153,799 56,956
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ボランティア活動の状況

○施設別にボランティア活動の状況をみると、図書館が、登録制度のある施設数、施設数に占める割合、登録

者数のすべてにおいて最も多くなっている。者数のす てにおいて最も多くなっている。

登録制度のある施設数 登録者数

（単位：人）

1,808

2,000

H14 H17

[60.7％]

25,965 59,357 30,444 15,293H14

図書館文化会館 博物館
（総合 歴史系）

美術館

1,450

1,000

1,500

施設数に

[52.9％]

[17 7％]

22,565 70,776 36,575 15,634H17

図書館
（総合･歴史系）

美術館

298

640

331

835

500

施設数に
占める割合

[16.3％]
[17.6％]

[14.3％]

[17.7％]

[15.5％]
[18.8％]

※出典：文部科学省「社会教育調査」

0 50,000 100,000 150,000

160
204

0
文化施設 図書館 博物館

（総合･歴史･美術系）
うち美術館
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指定管理者制度の導入状況 ／ 公立文化会館

○公立文化会館（対象施設：2,189施設）のう
ち「指定管理者制度」を導入している施設 指定管理者 その他直営
は、881施設（40.2％）。
指定管理者の種別では、公共的団体が724施
設（82.1％）と最多であった。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

指定管理者

881施設(40.2％)

その他

59施設(2.7％)

直営

1,249施設(57.1％)

募集の方法 指定管理の種別

非公募
公募

（378施設）

公募　42.9％

公共的団体と
民間事業者の

共同体
15施設(1.7%)

民間事業者
116施設
(13 2%)

ＮＰＯ法人
26施設(3.0%)

公共的団体非公募
（503施設）

（378施設）
(13.2%) 共 団体

724施設
(82.1%)

※出典：(社)全国公立文化施設協会資料（平成18年10月１日現在）

非公募　57.1％
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指定管理者制度の導入状況 ／ 美術館・博物館

○都道府県立の美術系・歴史系・総合系の博物館のうち、博物館法の登録博物館・博物館相当施設、文化財保
護法の公開承認施設（計 128館）で「指定管理者制度」を導入しているのは 27館（21％）である護法の公開承認施設（計 128館）で「指定管理者制度」を導入しているのは、27館（21％）である。

（平成18年６月１日現在）

指定管理者制度の導入状況 導入していない館の状況

導入した館
（27館）

導入していない

導入した館　21％

検討中・検討予定

５２館

導入予定なし

４９館
導入していない
館（101館）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※出典：文化庁調べ

導入していない館　79％

43



文化芸術関連産業文化芸術関連産業
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メディアコンテンツ産業の市場規模

○メディアで流通しているコンテンツの市場規模を産業形態（産業規模）として把握した「メディアコンテン
ツ産業の市場規模」は、2005年は前年比101.3％の伸長となっている。

この内に含まれる「デジタルコンテンツの市場規模」は前年に比べ11 8％成長している 毎年堅調な伸びをこの内に含まれる「デジタルコンテンツの市場規模」は前年に比べ11.8％成長している。毎年堅調な伸びを
示しており、コンテンツ産業のデジタル化の進展の状況を表している。

市場規模の推移 デジタルコンテンツの市場規模市場規模の推移 デジタル ンテンツの市場規模

2 863 8 082 4 352 4 457

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

2001 1兆9,754億円

（億円）

44 151 20 943 10 255 57 512

0 25,000 50,000 75,000 100,000 125,000 150,000

2001 13兆2 861億円

（億円）

2,863

3,566

4 483

8,082

7,710

7 394

4,352

4,291

4 097

4,457

4,463

4 864

2001

2002

2003

1兆9,754億円

2兆0,030億円

2兆0,837億円

44,151

45,869

46 511

20,943

20,218

19 076

10,255

10,346

10 474

57,512

56,186

55 935

2001

2002

2003

13兆2,861億円

13兆2,619億円

13兆1 996億円 4,483

5,435

7,088

7,394

7,628

7,864

4,097

4,550

4,950

4,864

5,004

5,373

2003

2004

2005

2兆0,837億円

2兆5 275億円

2兆2,617億円

46,511

48,090

48 338

19,076

18,862

19 141

10,474

11,042

11 442

55,935

57,014

57 890

2003

2004

2005

13兆1,996億円

13兆6 811億円

13兆5,008億円

※出典：(財)デジタルコンテンツ協会「デジタルコンテンツ白書2006」

7,088 7,864 4,950 5,3732005

映像 音楽 ゲーム 図書、画像･テキスト

2兆5,275億円48,338 19,141 11,442 57,8902005

映像 音楽・音声 ゲーム 図書･新聞、画像･テキスト

13兆6,811億円
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映画 ／ 概況

○シネマコンプレックス方式の映画館の増加に伴い、スクリーン数も増加している。

年間入場者数も、映画館の増加による収容人員数の拡大やヒット作品に恵まれたことから、増加傾向にある。年間入場者数も、映画館の増加による収容人員数の拡大やヒット作品に恵まれたことから、増加傾向にある。

映画館（スクリーン）数と入場者数 公開本数と興行収入

1 200

1,400

2 500

3,000

邦画 洋画 興行収入(右軸)

公開本数
（本）

興行収入
（億円）6,000 25,000

シネコン以外 シネコン 入場者数(右軸)

入場者数
（万人）

映画館数
（スクリーン）

1,709

1,968
2,109

2,0261,9822,0332,002

800

1,000

1,200

1,500

2,000

2,500

13,539

16,328 16,077 16,235
17,009

16,045 16,428

2 585 2 635 2,681 2,825 2,926 3,062

2 524
3,000

4,000

5,000

15,000

20,000

282 281 293 287 310 356 417

362 349 347 335 339
375

404

200

400

600

500

1,0001,123 1,259 1,396 1,533 1,766 1,954 2,230

2,585 2,635 2,681
2,524

1,000

2,000

3,000

5,000

10,000

※出典：(社)日本映画製作者連盟資料

282 281 293 287

0

H12 13 14 15 16 17 18

00
H12 13 14 15 16 17 18

0
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映画 ／ スクリーン数の推移

○スクリーン数は、平成５年には1,734スクリーンまで減少したが、その後のシネマコンプレックス方式の映
画館の登場と普及により着実に増加を続け、平成18年には3,062スクリーンとなった。
シネ ンプレ クスは 平成 年に国内に初めて登場して以来急増し 全国映画館（スクリ ン）に占めシネマコンプレックスは、平成５年に国内に初めて登場して以来急増し、全国映画館（スクリーン）に占め
るシネマコンプレックスのシェアは、72.8％に達している。

25 7
34.2

44.5 48.7 53.0 57.2 62.5 66.8
72.8

4,000

5,000

50

75

100

シネコンのスクリーン数

シネコン以外のスクリーン数

シネコンのシェア(右軸)

シェア
（％）

映画館数
（スクリーン）

512 759 1,123 1,259 1,396 1,533 1,766 1,954 2,230

1.7 2.1
14.9

20.4 25.7

1,734 1,758 1,776 1,828 1,884 1,993
2,221

2,524 2,585 2,635 2,681
2,825 2,926

3,062

1,7442,000

3,000

25

0

25

512 759

30 37
273 385

0

1,000

100

75

50

25

※出典：(社)日本映画製作者連盟資料

0
H4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

100
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映画 ／ 公開作品数、入場者数の推移

○公開作品数は、邦画、洋画ともに増加傾向にあり、平成18年には、昭和25年の統計開始以来初めて800本台
にのっている。特に、邦画は対前年比61本増と大幅な増加となっている。にのっている。特に、邦画は対前年比61本増と大幅な増加となっている。
入場者数は、平成17年に対前年比5.7％減と大幅な減少となったが、ほぼ堅調に推移している。

1 200 200入場者数公開本数

146
138

126 131
123 127

141
153

145
135

163 161 162
170

160 164
1,000

1,200

150

200

邦画 洋画 入場者数(右軸)

入場者数
(百万人)

公開本数
（本）

298
362 349 347 335 339

375
404

465 467
377 321 320 333

126 123 127
120

600

800

100

239 230 240 238 251 289 278 278 249 270 282 281 293 287 310 356 417

306 298
349 335377 352 302

321 320 333

200

400

50

※出典：(社)日本映画製作者連盟資料

0
H2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

0
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映画 ／ 興行収入の推移

○平成18年の邦画興行収入は対前年比31.8％増の大幅な増加となり、４年連続でプラス成長となった。一方、
洋画興行収入は減少傾向にあり、市場の低迷が続いている。
邦画の興行収入シ アは53 2％にまで上昇した 邦画シ アが50％を超えたのは 昭和60年に50 9％を記録

興行収入 興行収入に占めるシェア

邦画の興行収入シェアは53.2％にまで上昇した。邦画シェアが50％を超えたのは、昭和60年に50.9％を記録
して以来21年ぶりである。

興行収入 興行収入に占めるシェア

3,000

邦画興行収入 洋画興行収入

（億円） 100

邦画シェア 洋画シェア

（％）

1 220 1 319 1 164
9481,500

2,000

2,500
興 洋 興

68.2

61.0

72.9
67.0

62.5
58.7

53.2

50

75

邦画シ ア 洋画シ ア

543
781

533 671 791 818
1,078

1,165

1,220
1,435

1,361
1,319 1,164

500

1,000

31.8

39.0

27.1
33.0

37.5
41.3

46.8

25

※出典：(社)日本映画製作者連盟資料

543 533

0

H12 13 14 15 16 17 18
0

H12 13 14 15 16 17 18

49



音楽 ／ 概況

○音楽ＣＤの生産実績は、1998年をピークに７年連続で下落しているが、「下げ止まり」の傾向が現れてきて
いる。一方で、音楽配信サービスを中心とした新たな音楽市場が急成長している。いる。 方で、音楽配信サ ビスを中心とした新たな音楽市場が急成長している。

ＣＤ生産数量と生産金額 有料音楽配信売上実績

700

800

6 000

7,000

邦楽 洋楽 生産金額(右軸)

生産金額
（億円）

生産数量
(百万枚)
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35,000

その他

インターネット・ダウンロード

（百万円）
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83 80
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4,896

4,318

3,880
3,686 3,598 3,445

5,513
5,879

5,671

457
424 414
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457

400

500

600

700

4,000

5,000

6,000

1,307

2,485

2,541
54

58

3415 000

20,000

25,000

インタ ネット ダウンロ ド

モバイル

358 364 341 334
290

250 238 224 220 210

83 80

78
78 77 78 81 81

329 315 302 302 290

100

200

300

400

1,000

2,000

3,000

13,689

18,651
22,223

26,018
543

34

5,000

10,000

15,000

0
1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

0
0

1-6月 7-12月 1-6月 7-12月
2005年 2006年

※出典：(社)日本レコード協会発表資料
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アニメ ／ 概況

○テレビ放映されるアニメーションの数は、2001年冬は50本あまりに過ぎなかったが、2006年春には103本に
達し、わずか５年間でほぼ倍となっており、アニメーション制作が急増している状況を現している。
ア メ シ ン市場は 1980年代後半から90年代初頭にかけて急成長し 90年代半ばは安定期にあ たが

テレビ放送新作アニメーション本数 アニメーション市場規模の推移

アニメーション市場は、1980年代後半から90年代初頭にかけて急成長し、90年代半ばは安定期にあったが、
2001年以降、再び市場が拡大し始めている。

テレビ放送新作アニメーション本数 アニメーション市場規模の推移

2 339

3,000（億円）

103
110

120(作品数)

1,6111,593

1,880

2,135

1,903

2,257
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2,500103
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40
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冬
01
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春
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春
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春
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春
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春

※出典：(株)メディア開発綜研発表資料※出典：(株)東映アニメーション発表資料
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マンガ ／ 概況

○2005年の推定販売金額は、マンガ雑誌（コミック誌）が2,421億円、単行本（コミックス）が2,602億円で、
雑誌が単行本を下回る結果となった。ここ10年、マンガ雑誌は発行部数・販売金額ともに市場規模を縮小し

コミック誌・コミックス販売額の推移 コミック誌・コミックス販売数の推移

雑誌が単行本を下回る結果となった。ここ10年、マンガ雑誌は発行部数 販売金額ともに市場規模を縮小し
てきた。長期的な低迷は、国内のマンガ市場が成長期から成熟期に入った構造的なものと考えられる。

コミック誌・コミックス販売額の推移 コミック誌・コミックス販売数の推移

7,000

8,000

大人コミック誌 子どもコミック誌 コミックス

（億円） 25

大人コミック誌 子どもコミック誌 コミックス

（億冊）
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, 2,498 2,602

1,000

2,000

3,000
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0
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※出典：(社)全国出版協会・出版科学研究所「出版指標年報」
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文化財文化財
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文化財の指定等件数【指定】

国宝・重要文化財 史跡名勝天然記念物

（平成19年６月18日現在）

種別 ／ 区分 国 宝 重要文化財

絵 画 157 1,952

彫 刻 126 2,623

特 別 史 跡 60 史 跡 1,572

特 別 名 勝 29 名 勝 308

美
術
工
芸
品

工 芸 品 252 2,410

書跡･典籍 223 1,860

古 文 書 59 722

考古資料 42 564

特別天然記念物 72 天然記念物 934

計 161 計 2,814

（注）史跡名勝天然記念物の件数は、特別史跡名勝天然記念物を含む。考古資料

歴史資料 2 152

小計 861 10,283

建 造 物 (257棟) 213 (4,178棟) 2,317
重要無形文化財

合 計 1,074 12,600

（注）重要文化財の件数は、国宝の件数を含む。

各個認定 保持団体等認定

指定件数 保持者数 指定件数 保持団体等数

芸能 38 53( 53) 11 11

重要有形 無形民俗文化財
工芸技術 44 57( 56) 14 14

合計 82 110(109) 25 25

（注）（ ）内は実人員を示す。

重要有形・無形民俗文化財

重要有形民俗文化財 205件 重要無形民俗文化財 252件
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文化財の指定等件数【選定・登録】

（平成19年６月18日現在）

重要文化的景観 登録有形文化財

重要文化的景観 2件 登録有形文化財（建造物） 6,064件

登録有形文化財（美術工芸品） 4件

登録有形民俗文化財

重要伝統的建造物群保存地区

重要伝統的建造物群保存地区 79地区

登録有形民俗文化財 6件

選定件数 保持者 保持団体

選定保存技術

登録記念物

（注）保持団体には重複認定があり、（ ）内は実団体件数を示す。

（件） （人） （件） （団体）

64 45 49 23 24(22) 登録記念物 14件
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国宝・重要文化財（建造物）

（平成19年６月18日現在）

国宝･重要文化財(建造物)時代別指定･棟数

種類別 件数 棟数

神 社 562  (36) 1,153  (58)

種類別 件数 棟数

宗教施設 19 19

近
世
以
前
の

寺 院 842 (154) 1,099 (160)

城 郭 52   (8) 234  (16)

住 宅 94  (12) 150  (20)
近
代

住居施設 61 206

学校施設 37 64

文化施設 28 36
分
類

住 宅 ( ) ( )

民 間 335   (-) 735   (-)

その他 192   (3) 262   (3)

計 ( ) ( )

の
分
類

官公庁舎 20 25

商業・業務 18 23

産業･交通･土木 53 162 小 計 2,077 (213) 3,633 (257)

（注）（ ）内は国宝で内数。

産業･交通･土木 53 162

その他 4 10

小 計 240 545

件数 棟数

合 計 2,317 (213) 4,178 (257)
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国宝・重要文化財（美術工芸品）

（平成19年６月18日現在）

国宝･重要文化財(美術工芸品)時代別指定件数一覧

時代

種別
旧石器 縄 文 弥 生 古 墳 上 古 飛 鳥 奈 良 平 安 鎌 倉 南北朝 室 町 桃 山 江 戸 近 代 計(A)

絵 画 14 156 703 128 272 122 243 42 1,680

彫 刻 118 118 1,433 706 64 93 10 12 6 2,560

工 芸 品 4 25 132 325 951 255 215 149 149 5 2,210

書跡 典籍 2 202 483 551 98 73 12 49 1 470書跡・典籍 2 202 483 551 98 73 12 49 1,470

古 文 書 5 36 138 331 103 48 21 28 710

考古資料 8 94 94 157 8 70 74 20 6 3 2 536

歴史資料 1 1 12 1 16 6 83 17 137

計 8 94 94 157 4 158 573 2,610 3,274 655 720 320 566 70 9,303

種 別 総 計

絵 画 1 952(157)

国別 東 洋

西洋 計(B)時代 中 東
朝鮮 その他 計

種 唐 前 唐 宋 明 清 計

○外国 ○総計(A)＋(B)

絵 画 1,952(157)

彫 刻 2,623(126)

工 芸 品 2,410(252)

書跡・典籍 1,860(223)

古 文 書 722( 59)

種別 唐以前 唐 五代十国 宋・元 明・清 計

絵 画 6 7 185 41 239 33 272 272

彫 刻 17 37 5 59 3 62 1 63

工 芸 品 4 28 86 24 142 46 2 190 10 200

書跡・典籍 16 57 1 305 379 9 388 2 390

（注）（ ）内は国宝で内数

古 文 書 722( 59)

考古資料 564( 42)

歴史資料 152(  2)

合計 10,283(861)

古 文 書 1 1 6 2 10 1 11 1 12

考古資料 23 3 26 2 28 28

歴史資料 2 2 1 3 12 15

計 61 132 8 587 69 857 94 3 954 26 980

57

（注）（ ）内は国宝で内数。



重要無形文化財

（平成19年６月18日現在）

重要無形文化財保持者等認定件数

種類
保 持 者

各個認定 総合認定

雅 楽 0 0 1 1

種類
保 持 者

保持団体
各個認定

陶 芸 10 12 3 3
（件） （件）（人） （団体） （件） （件）（人） （団体）

芸

能 楽 7 11 1 1

文 楽 3 4 1 1

歌舞伎 5 9 1 1
工
芸
技

染 織 14 16(15) 7 7

漆 芸 5 7 1 1

金 工 7 10 0 0

能
組 踊 2 2 1 1

音 楽 18 23 6 6

舞 踊 1 2 0 0

技
術

木竹工 2 6 0 0

人 形 2 2 0 0

手漉和紙 3 3 3 3

演 芸 2 2 0 0

小 計 38件 53人 11件 11団体

截 金 1 1 0 0

小 計 44件 57(56)人 14件 14団体

保 持 者

（注）（ ）内は実人員を示す。

保 持 者
保持団体

各個認定 総合認定

合 計 82件 110(109)人 11件 11団体 14件 14団体
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重要有形・無形民俗文化財

重要有形民俗文化財指定件数 重要無形民俗文化財指定件数

（平成19年６月18日現在）

種 類 件数

衣食住に用いられるもの 28

種 類 件数

民俗慣習 99

生産、生業に用いられるもの 86

交通、運輸、通信に用いられるもの 18

交易に用いられるもの 1

民俗芸能 148

民俗技術 5

合 計 252交易 用 られるも

社会生活に用いられるもの 1

信仰に用いられるもの 36

俗知 れ も民俗知識に関して用いられるもの 7

民俗芸能、娯楽、遊戯に用いられるもの 23

人の一生に関して用いられるもの 3

年中行事に用いられるもの 2

合 計 205
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史跡・名勝・天然記念物

（平成19年６月18日現在）

史跡の種類別指定件数 名勝の種類別指定件数

分 類 件数

貝塚・古墳等 642(14)

分類 件数 分類 件数 分類 件数

庭園 190(23) 峡谷・渓流 34 (5) 島嶼 8 (2)

公園 7 (-) 瀑布 9 (-) 砂嘴 1 (1)
都城跡等 338(19)

社寺跡等 263(14)

学校その他教育・学術
文化に関する遺跡

24 (3)

公園 7 ( ) 瀑布 9 ( ) 砂嘴 1 (1)

橋梁 2 (-) 湖沼 2 (1) 山岳 15 (2)

花樹 13 (-) 浮島 1 (-)
丘陵・高原

・平原 2 (-)

松原 6 (1) 湧泉 1 ( ) 河川 1 ( )・文化に関する遺跡
24 (3)

医療施設その他社会・
生活に関する遺跡

6 (-)

交通施設その他経済・
生産活動に関する遺跡

164 (2)

松原 6 (1) 湧泉 1 (-) 河川 1 (-)

岩石・洞穴 14 (-) 海浜 29 (-) 展望地点 10 (-)

合 計 345(35)

墳墓・碑等 72 (3)

旧宅・園池等 82 (6)

外国及び外国人に関す
7 (-)

分類 件数 分類 件数

天然記念物の種類別指定件数

る遺跡
7 (-)

合 計 1,598(61)

動物 191(21) 地質・鉱物 222(20)

植物 539(30) 天然保護区域 23 (4) 合 計 975(75)

（注）（ ）内は特別史跡名勝天然記念物で内数。
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登録有形文化財（建造物）

（平成19年６月18日現在）

登録件数

登録有形文化財（建造物） 6,064件（2,547箇所）

種 別時 代 別

産業 官公江戸以前 明治 大正 昭和 計

960 1,986 1,389 1,729 6,064

産業
交通

官公
庁舎

学校
１次 ２次 ３次

83 616 820 172 119 183

治山

構 造 種 別

生活 文化 住宅 宗教
治山
治水

他 計

246 195 2,852 588 132 58 6,064

築 造
その他の

建築物 土木構造物
その他の
工作物

計

4,866 378 820 6,064
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その他のデータその他のデータ
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日本の「芸術家」人口

○『芸術家』とは、国勢調査において職業欄に「文芸家・著述家」「彫刻家・画家・工芸美術家」「デザイナ

ー」「写真家・カメラマン」「音楽家」「俳優・舞踊家・演芸家」のいずれかに該当すると記入した人。」 写真家 カメラマン」 音楽家」 俳優 舞踊家 演芸家」のいずれかに該当すると記入した人。

600,000

64,460
73,487 75,773

81,800

401,003

457,681
485,218 497,067

522,300

400 000

俳優,舞踊家,演芸家

音楽家

63,181 65,905
66,412

66,600111,501

114,173
125,570

121,786
119,10053,727

400,000 音楽家

写真家,カメラマン

デザイナー

26 090 31 383 37 064 38,103

127,342
156,855 151,924 161,393 183,000

55,309

40,300

200,000

彫刻家,画家,工芸美術家

文芸家,著述家

※出典：総務省「国勢調査」

27,034 27,629 33,600
26,090 31,383 37,064 38,103

31,268 31,500

40,300

0

S60 H2 H7 H12 H17

（H17は抽出速報集計結果）
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アートＮＰＯ法人設立件数

○定款に「学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動」（４号）を掲げている団体のうち、芸術や文化
活動をしていると思われる団体、および主な活動領域は異なっているが、芸術や文化に関わりのある活動を

していると思われる団体を抽出してカウントしていると思われる団体を抽出してカウント。

23,204

28,030

1 740

30,000 3,000

ＮＰＯ法人認証数

定款に４号を含む団体数

アートＮＰＯ数（右目盛）

12,546

18,105

1,122

1,420

1,74020,000 2,000

8,504
7,027

5,406
3,678

535
10,000 1,000

※出典：ＮＰＯ法人アートＮＰＯリンク調べ

0

2003/9 2004/9 2005/9 2006/9

0

64



日本語教育 ～教育機関数、教員数、学習者数の推移～

国内の推移 海外の推移

2 047

250,000 2,500

日本語教員数

日本語学習者数

機関・
　施設数

10,930

12,222

3 500 000

4,000,000

12,000日本語教師数

日本語学習者数

機関数

135 149 135 514

1,589 1,625

1,816

1,497

1,717

2,047

150,000

200,000

1,500

2,000

日本語学習者数

日本語教育実施機関・施設数

（人）

2 356 745

,

6 800

2,500,000

3,000,000

3,500,000

8,000

10,000

日本語学習者数

日本語教育実施機関数

（人）

119,166
126,350

135,149
128,500

135,514

95,049100,000 1,000 1,623,455

2,102,103

2,356,745

3,096

3,917

6,800

1,500,000

2,000,000

4,000

6,000

30,08429,70428,51127,37224,28920,691

0

50,000

0

500
733,802

981,407

33,12427,61121,30413,2148,9307,217

584,934

2,620

0

500,000

1,000,000

0

2,000

※出典：国際交流基金「海外日本語教育機関調査」

H12 13 14 15 16 17

※出典：文化庁調べ

S59 63 H2 5 10 15
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